
म৮තՑ期世代の出生ྙ
出生・ଖ業年コーϙートと࠙઴ೝ৹の状況、少子化対策のఴ֋に஥目して

ೈ୕ຑ� 守ચ理ܛ� ᖔඔൗآ

１．はじめに

म৮තՑ期世代とは、ώϔル๊շ後の 199� 年代から ���� 年代にかけて、෈況の஦でम
৮活動を行わ͡るをಚなかった世代をࢨす。このम৮තՑ期世代が多く含まれる 19�� 年代
および 19�� 年代に生まれた世代は、出生に関わるいくつかの॑要な社会・ࡃܨの変化の
影響を受けており、それら社会՟題の理մにとって॑要な分析対েとなりಚる。この世代
は性行動規൥が変化したことによって、それ以઴の世代より࠙઴ೝ৹結࠙の割合が上昇し
ており（آᖔ・ీי� ��1�）、さらに࠙઴ೝ৹結࠙は比較的૥࠙のήルーϕで多く見られる
�ీי） ���5）。これらのことを考慮すれͻ、म৮තՑ期世代の人ʓの人生ॵ期のࡃܨ的状
況が、その後のՊଔܙ成にどのようなインϏクトを༫えたのかを分析するためには、࠙઴
ೝ৹結࠙のް果を統੏することが෈可ܿである。加えて、この世代がՊଔܙ成をݩܨした
時期は、政府が少子化対策を֨ैした時期とも॑なっている。つまり、19�� 年代および
19�� 年代に生まれた世代の出生ྙの変動は、１）म৮තՑ期によるࡃܨ的状況の影響、
２）性行動規൥の変化による࠙઴ೝ৹結࠙増大の影響、̑）政府の子үてࢩԋ策の֨ैの
影響、という �つの影響を同時に受けていると考えられる。とくに少子化対策の֨ैが、
Պଔܙ成にどのような影響をٶ·したかについては、政策඲Ճの؏఼から関ৼが高いた
め、઴फ़した್つの要因を統੏することで、政策ް果についても検討をおこなう。
本研究はଖ業年に஥目したコーϙートをࡠ成し、म৮තՑ期世代を正確に೼Ѵした上

で、म৮තՑ期世代における実ࡏのາ࠙率Ώ平ۋ出生子ども数の状況Ώ࠙઴ೝ৹のް果の
検討を行い、同時期にఴ֋された少子化対策との関࿊を考察するものである。

２．�つの社会・ࡃܨの変化と出生ྙ

まͥは、１）म৮තՑ期によるࡃܨ的状況、２）性行動規൥の変化による࠙઴ೝ৹結࠙増
大、̑ ）政府の子үてࢩԋ策の֨ैの఼̑が出生ྙにどのような影響を༫えているのかにつ
いて、઎行研究を確認する。
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１）म৮තՑ期世代�

म৮තՑ期世代とは、ώϔル๊շ後の 199� 年代から ���� 年代にかけて、෈況の஦でम
৮活動を行わ͡るをಚなかった世代である。಼ֵ府は 199� 年～���4 年の期ؔを「म৮ත
Ց期」と定ٝし、��1� 年時఼に �5 歳～44 歳であった人ʓ、つまり 19�4 年～19�� 年生ま
れの世代をम৮තՑ期の஦ৼ૜としている（಼ֵ府� ����）。実ࡏに 199� 年～���4 年の期
ؔ合計ಝच出生率を確認すると、1�4� から 1��9 へと続ཚしており、これはώϔル๊շ後の
ఢがあるࢨ෈況のあおりをうけて、າ࠙率が上昇したためにًこったというࡃܨ
（0F'RQDOG�����）。�
一方で近年の研究では、म৮තՑ期以降の世代はそれ以降の世代と比較すると、出生率が

Ծ͝ࢯまったとする分析もある（近౽� ���4）。近౽によると、4� 歳時఼の平ۋ出生子ども
数をみると、19�� 年生まれと 19�9 年生まれの平ۋ出生子ども数はほ·同じ水६であり、
19�� 年代生まれではむしろඏ増傾向にある。म৮තՑ期（199� 年～���4 年）に出生率が
Ծがった現েは、出産の時期のθϪによるテンポް果によってًこった見かけ上の変動であ
ると近౽はࢨఢする。たͫし、තՑ期世代とその઴後世代のՊଔܙ成については、ऑ年期に
෵数յの఺৮を行うことで、結࠙のタイϝンήがஙれ、າ࠙になる傾向があり、༩定子ども
数を少なくする傾向があることもࢨఢされている（஦ీ� ���4）。�
�

２）性行動規൥の変化による࠙઴ೝ৹結࠙増大�

� ࠙઴ೝ৹結࠙とは、�「ೝ৹後、出産までのؔに結࠙する事ে」のことである�（$NHUORI�HW�DO��
199�）。これはकとしてೝ৹をきっかけとした結࠙のことをࢨし、結࠙後にೝ৹、出産する
࠙後ೝ৹Ώ、結࠙઴にೝ৹、出産する࠙֐ೝ৹と区別される。آᖔとీיによれͻ、࠙઴ೝ
৹結࠙の割合は 19�5 年時఼で ��5�ͫったが、199� 年には 1����、���5 年に �1���と増
加している（آᖔ・ీי ��1�）。この時期はͬΒうどम৮තՑ期世代が社会に出てՊଔܙ成
を行う時期と一஗している。一方、厚生労働঴による「人口動態統計ಝच報告」で第１子出
生までの結࠙期ؔがೝ৹期ؔより୻いというড়݇に当てはまる出生数を確認すると、それ
らがத出第一子出生にઐめる割合は ��15 年に �����、��19 年には 1��4�と減少傾向にあ
る。��1� 年代後ൔ以降は、࠙઴ೝ৹結࠙は減少しているとみられる。�
࠙઴ೝ৹結࠙は、࠙後ೝ৹結࠙に比΄て཯࠙が発生しΏすいことがわかっているが

（7HDFKPDQ�������5D\RPR�HW�DO�����4）、௧加出生がًこることでその཯࠙Ϩスクはཊ੏さ
れる（ೈ� ��1�）。その結果として、࠙ ઴ೝ৹結࠙は࠙後ೝ৹に比΄て第್子出生の確率が高
いというࢨఢもされている�（8FKLNRVKL�	�0RJL���1�）。઴फ़したम৮තՑ期世代の平ۋ出生
子ども数のԾ͝ࢯまりには、この࠙઴ೝ৹結࠙が増加したことがر༫している可能性があ
る。�
�
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̑）政府の子үてࢩԋ策の֨ै�

� 199� 年～���4 年というम৮තՑ期の期ؔは、子үてࢩԋを஦ৼとした政府の少子化対策
が੖ඍ・֨ैされていった࠹ॵの時期に当たる（守ચ� ��19）。199� 年代に入ると、政府は
少子化問題に関する関ܐ঴ு࿊ཙ会٠Ώ༙ࣟ者会٠を次ʓとૌ৭して対策を検討し、࠹ॵ
の総合的な少子化対策として「エンκルϕϧン」が 1995 年に策定された。当時は「女性の
業੏度Ώ保үγーٵࣉԋ」が஦ৼ的՟題とされ、エンκルϕϧン時はүࢩ事とՊఋのྈ立࢕
ϑスの֨ैがおもに進められた。しかし、エンκルϕϧンを実施していた 199� 年代後ൔに
は、女性ͫけではなく男性を含めた日本社会の働き方・৮場෫ౖΏՊఋのあり方が஭目され
た。ここでは、性別ༀ割分業を基൭とした社会のあり方が٠論のဴ上に上がり、ζΥンξー
ༀ割の平౵化という఼ࢻで男性のүٵखಚΏՊ事・үࣉ分担のଇ進という政策՟題も઴面
に出てきた。これらの఼ࢻを入れて、1999 年に৿エンκルϕϧンが策定され、����～���4
年に実施された。�
199� 年代を通じて合計ಝच出生率がԾがり続け、もう一ஊのखりૌみがٽめられる஦、

少子化対策のώρクϚーンとして ���� 年に少子化社会対策基本法が成立した。さらに、政
府Ώ自࣑ରͫけでなく、ة業のखりૌみも推進するために、次世代ү成ࢩԋ対策推進法（1�
年の時ݸ立法）が同年に成立した。基本法に基Ͱく࠹ॵの�「少子化社会対策大ߟ」の策定と
その実行計ժである「子ども・子үて応ԋϕϧン」、そして次世代法に基Ͱく「次世代ү成
用者ޑび৙用ٶԋ行動計ժ」（国・都道府県・市区ௌଞࢩ ��� 人以上の一般事業कが対ে）
が ���4 年度に策定され、���5 年度から֋࢟された。さらに ���� 年代後ൔには、「ϭーク・
ϧイフ・ώϧンス」をΫーϭーχに働き方を見௜す動きが活発化し、政労࢘のトρϕの合қ
で「࢕事と生活の調和（ϭーク・ϧイフ・ώϧンス）ݓহ」ٶび「࢕事と生活の調査推進の
ための行動ࢨਓ」が策定された。�
また、199� 年代ൔͻ以降、ώϔル๊շ後のࡃܨ෈況の஦でऑ年૜のम৮ೋが問題となり、

「म৮තՑ期」というݶ葉も広まった。���� 年代に入るࠔから、ऑ年૜のޑ用ڧ؂のѳ化
が結࠙・出産にѳ影響を༫えているという認ࣟが広まり、「ऑ者のࡃܨ的自立ࢩԋ」という
؏఼が஭目された。これにより、���5 年֋࢟の子ども・子үて応ԋϕϧンでは、ऑ者のܨ
����、が少子化対策の஬の一つとなった。このように（ԋが஦ৼࢩम業）ԋࢩ的自立ࡃ 年
代後ൔ以降はྈ立ࢩԋͫけでなく、少子化対策の஦にऑ者のम業ࢩԋの఼ࢻもखり入れら
れるようになった。�
199� 年代から ���� 年代の時期は、政府の少子化対策として࢕事とՊఋのྈ立ࢩԋΏ、保

үγーϑスの֨ैを஦ৼとした子үてՊఋへのࢩԋが஦ৼとなりつつも、ऑ年૜のࡃܨ的
෈利もࢻ໼に入れた政策が進ఴし࢟めた時期である。म৮තՑ期世代は、少子化対策の֨ै
期に学ߏをଖ業して社会に出て、Պଔܙ成をする時期をգ͟しており、こうした政策的要因
もम৮තՑ期世代の人ʓの出生行動に影響をٶ·した可能性がある。�
�
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このように、म৮තՑ期世代の出生ྙには、෵数の要因がҡなる方向の影響を༫えている
可能性が示ࠨされる。म৮තՑ期世代のॵ期の集஄では、それ以઴の世代から続く出生ྙ低
Ծのླྀれの஦にあったが、19�� 年઴後生まれࠔの஦期世代ではఊをうって、その後はम৮
තՑ期世代のशわりにかけて上昇していくようなਾ勢が確認されている一方、஦～後期世
代では࠙઴ೝ৹結࠙の増大が見られ、Պଔܙ成を考える時期に少子化対策が֨ैされてい
る。म৮තՑ期世代の出生ྙは、それらの影響を統੏した上で、その推移の要因について検
討する必要がある。�
�

̑．υータ�

� 本研究では、国立社会保障・人口問題研究所が実施している「出生動向基本調査」の調査
票情報を用いる。「出生動向基本調査」は厚生労働঴が実施する「国民生活基礎調査」の調
査区を抽出࿰として、その後続調査として実施されている。国民生活基礎調査の調査区から
૜化ໃࡠҟ抽出された調査区に居住する࠼ 5�歳າຮ�（第 15 յ調査まで）または࠼ 55 歳າ
ຮ（第 1� յ調査）の෋෌と、1�～49 歳�（第 15 յ調査まで）または 1�歳～54 歳（第 1� յ
調査）の独ਐ男女が調査対েである。本研究では、「࠹後の学ߏをଖ業した年齢」を設問と
して設定した第 1� յ調査以降、第 1� յ調査までの෋෌、および独ਐ者のυータを用いる。�
本稿の分析では、࠹श学ߏをଖ業した時期のࡃܨ状況が結࠙・出産行動に༫えた影響を分

析するのにॉ分な期ؔをとるために、֦調査յ時఼で �5 歳以上の女性を分析対েとした。
また、「出生動向基本調査」では、独ਐ女性についても出生数Ώ出生ྼを調査しているが、
ೝ৹ྼΏ৆しい結࠙ྼまでは調査していないため、独ਐ者について、その出生が࠙઴ೝ৹で
あったかどうかを൓இすることができない。そこで独ਐ者のυータについては཯死別ݩܨ
者をঈき、າ࠙者のみを分析対েとした。同様に཯死別のް果をঈ֐するため、෋෌υータ
についても཯死別ݩܨ者である再࠙者をঈき、ॵ࠙者のみを分析した。したがって、本研究
でѽうυータは独ਐ者票からಚられたາ࠙女性と、෋෌票からಚられたॵ࠙女性をૌみ合
わせたものとなっている1。�
�

�
1� 第 1� յ調査では独ਐ者に子ども数はたͥねておら 、ͥ第 1� յ調査では࠹ॵの結࠙で生Ξͫ
子ども数のみ調査しているため、࠙઴ೝ৹結࠙のࣟ別ができない。第 14յ調査以降は、調査
時఼までに生Ξͫ子ども数と子どもの出生年݆をたͥねているが、結࠙に関する情報は࠹ॵの
結࠙の֋࢟・श྅年݆のみ調査していることから、独ਐ者（཯死別ݩܨ者）の࠙઴ೝ৹結࠙を
ࣟ別するには情報が෈ଏしている。同様に、෋෌についても、࠼が現在の結࠙以઴に子どもを
࣍っていれͻその数と出生年݆を調΄ているが、઴࠙以઴の結࠙時期の情報はॵ࠙についての
み೼Ѵしており、࠙઴ೝ৹結࠙をݩܨしているかどうかがわからない。�
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̒．世代の定ٝ�

� 本研究ではम৮තՑ期のࡃܨ的影響をଌえるために、ଖ業年を఼ًとしたଖ業年コーϙ
ートと、出生年を఼ًとした出生コーϙートの್つのコーϙート（世代）をࡠ成し、分析
を行う。�
ଖ業年コーϙートは、199� 年～���4 年とした಼ֵ府の定ٝをさらに઴後期に区઀った

近౽（���4）の定ٝに६じて設定する。近౽（���4）は、199� 年に๼ք道୕৫۞行とࢃ
一証݌が૮次いでౙ産し、199� 年に一૜の෈況となった影響を受けた 1999 年ଖ以降の世
代と、それ以઴の世代ではޑ用情勢が大きくҡなることから、199� 年以઴にଖ業した世代
を「म৮තՑ期઴期世代」、以後にଖ業した世代を「म৮තՑ期後期世代」とݼΞで区別
した。本研究でも、199� 年～199� 年ଖ業コーϙートと、1999 年～���4 年ଖ業コーϙー
トに分けて分析する。また、比較のために 19�5 年～19�� 年ଖの世代を「Ψイルシϥρク
世代」、19�1 年～19�� 年ଖの世代を「ۋ౵法以઴世代」、19�� 年～199� 年ଖを「ώϔル
世代」、���5 年～���9 年ଖの世代を「ポストතՑ期世代」とそれͩれݼসし集計する。�
出生コーϙートについては、ଖ業年コーϙートに対応するܙで出生コーϙートを定ٝし

た。本研究では、1955 年から 19�4 年までの出生年について、5年ࠃみで出生コーϙート
をࡠ成した。�
こうして２つのコーϙートをࡠ成したが、ଖ業年コーϙート಼には、学ྼΏ入学年のҩ

いによって෵数の生まれ年の人ʓが含まれている。図表１は、֦ଖ業年コーϙート಼に含
まれる生まれ年の෱を示している。�
�

図表 1� ଖ業年コーϙートとଖ業年、生まれ年の対応表�

�

�
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̓．分析結果�

１）म৮තՑ期世代の学ྼ構成�

� म৮තՑ期世代をଖ業年で定ٝするということは、֦出生コーϙートにおける学ྼ構成
割合の影響をکく受けるということをқັする。そのため、まͥはम৮තՑ期世代における
学ྼ構成を確認する。比較のため、म৮තՑ期より઴の世代のυータも付した。本研究では、
大学ଖ以上�（大学、大学院ଖ）と୻大・઒໵ଖ以Ծ�（୻大・高઒、઒र・઒໵学ߏ、高ߏ、
஦学ଖ）の �ΩテβϨーに分類した。म৮තՑ期世代は、199� 年代後ൔ～���� 年代の少子
化対策֨ै期に �� 代、�� 代をգ͟しているが、この時期の少子化対策ではྈ立ࢩԋの֨ै
が஬の一つであった。そうした政策は正規ޑ用者Ώ規模が大きいة業のۊ務者ほど利用し
Ώすい傾向があるため、高学ྼであるほどそうしたة業にम৮する割合が高いことから政
策の成果をڙ受しΏすかったと考えられる。そうした؏఼も考慮し、大ଖ以上とそれ以Ծの
２ΩテβϨーでの分類とした。�
֦ଖ業世代における学ྼ構成については、図表２の通りである。म৮තՑ期઴期世代では、

୻大・઒໵ଖ以Ծ ���4�、大ଖ以上 �����である。後期世代では、୻大・઒໵ଖ以Ծ �����、
大ଖ以上 �9���となっており、୻大・઒໵ଖ以ԾがそのシΥΠを減らし、大ଖ以上の割合が
大෱に増加している。�
�

図表 �� 調査時఼ �5 歳以上の女性（າ࠙・ॵ࠙）の学ྼ別ٮ対数および構成割合�

世代� સ学ྼ�
୻大・઒
໵ଖ以Ծ�

大ଖ以上�
સ学ྼ�

（構成比）�
୻大・઒
໵ଖ以Ծ�

大ଖ以上�

総数� �1�1�1� 1���1�� 4����� 1������ ������ 19����
Ψイルシϥρク

世代�
������ ������ �54� 1������ 91���� ��4��

�౵法以઴世代ۋ 5�59�� 4�9�4� ���� 1������ ���9�� 11�1��
ώϔル世代� ��4��� 5���1� 1����� 1������ ������ 1�����

म৮තՑ期઴期� 4�444� ����4� 1�1��� 1������ ���4�� ������
म৮තՑ期後期� ���5�� 1��44� ���� 1������ ������ �9����

ˠ以後もγンϕルから཯死別・再࠙者はঈいている�
�
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２）म৮තՑ期世代のॵ࠙割合�

म৮තՑ期઴期世代における �5 歳時఼のॵ࠙女性の割合は �1�4�、म৮තՑ期後期世代
では �����であり、そのࠫは 5�� ポイントの減少となっている。これを学ྼ別に確認する
と、୻大・઒໵ଖ以Ծで �1���から ���5�へと ��5 ポイントの減少、大ଖ以上で �����から
���5�へと ��1 ポイントの減少となっており、୻大・઒໵ଖ以Ծの減少෱の方が大きい。�
�

図表 �� 調査時఼ �5 歳以上の女性におけるॵ࠙女性のٮ対数と割合�
世代� સ学ྼ� ୻大・઒໵ଖ以Ծ� 大ଖ以上�
総数� 1������ 15���9� ����4�

Ψイルシϥρク世代� ������ ��5��� 19��
�౵法以઴世代ۋ 4�9��� 4�4��� 554�
ώϔル世代� 5�4��� 4�5�1� 91��

म৮තՑ期઴期� ���1�� ���4�� 9�5�
म৮තՑ期後期� 1�5��� 914� �49�
総数（構成比）� �4���� �5�4�� ���1��

Ψイルシϥρク世代� �9���� 91���� �4����
�౵法以઴世代ۋ �9���� �9���� ���9��
ώϔル世代� �4�9�� �4���� �5�1��

म৮තՑ期઴期� �1�4�� �1���� ������
म৮තՑ期後期� ������ ���5�� ���5��

91.6%

88.9%

83.2%

73.4%

60.7%

8.4%

11.1%

16.8%

26.6%

39.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

オイルショック世代

均等法以前世代

バブル世代

氷河期前期世代

氷河期後期世代

短⼤・専⾨卒以下 ⼤卒以上
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̑）म৮තՑ期世代の࠙઴ೝ৹の状況�

म৮තՑ期઴期世代における �5 歳時఼のॵ࠙女性において、その結࠙が࠙઴ೝ৹結࠙で
あったものの割合は 14���、म৮තՑ期後期世代では 15���である。これを学ྼ別に確認
すると、୻大・઒໵ଖ以Ծの઴期世代で 1����、後期世代 �����、大ଖ以上の઴期世代で
����、後期世代で 9���であった。どͬらの学ྼ区分でも、म৮තՑ期઴期から後期にかけ
て、࠙ ઴ೝ৹結࠙の割合は上昇している。ಝにम৮තՑ期後期世代の୻大�・઒໵ଖ以Ծでは、
ॵ࠙の༁ 5分の 1は࠙઴ೝ৹結࠙であったことがわかる。�
�

図表 4� ॵ࠙女性におけるॵ࠙が࠙઴ೝ৹結࠙であったものの割合�
世代� સ学ྼ� ୻大・઒໵ଖ以Ծ� 大ଖ以上�

Ψイルシϥρク世代� 1����� 1����� ��5��
�౵法以઴世代ۋ 11�4�� 1����� 5����
ώϔル世代� 1����� 1��9�� ��1��

म৮තՑ期઴期� 14���� 1����� �����
म৮තՑ期後期� 15���� ������ 9����

�

81.4% 81.0% 82.6%
76.2% 73.5%

80.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

全学歴 短⼤・専⾨卒以下 ⼤卒以上

オイルショック世代 均等法以前世代 バブル世代 就職氷河期前期 就職氷河期後期
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̒）म৮තՑ期世代の平ۋ出生子ども数と࠙઴ೝ৹の影響�

図表̓の D～F は、ଖ業年コーϙートと出生コーϙートのྈ方について、࠙઴ೝ৹結࠙の
༙ໃと学ྼ別に �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数を示したものである。�
図表̓の「D）સର」について、表ଈの「出生コーϙート」を見ると、म৮තՑ期઴期世

代におけるॵ࠙女性総数で、�5 歳時平ۋ出生子ども数は 1�5� 人、म৮තՑ期後期世代では
1�51 人とԥͻいである。一方で、࠙઴ೝ৹結࠙であった女性の平ۋ出生子ども数はතՑ期
世代઴期で ���5 人、後期で ��19 人であるのに対し、࠙઴ೝ৹結࠙ではなかった女性の平ۋ
出生子ども数はතՑ期世代઴期で 1�4� 人、後期で 1��� 人であり、࠙઴ೝ৹結࠙であったか
どうかでࠫが見られる。�
出生コーϙート別に平ۋ出生子ども数を確認すると、म৮තՑ期઴期世代が含まれる

19��～�4 年出生コーϙートの総数で 1�5� 人、઴期世代と後期世代が含まれる 19�5～�9 年
出生コーϙートで 1�5� 人、後期世代が含まれる 19��～�4 年出生コーϙートで 1��1 人であ
った。࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別にみると、࠙઴ೝ৹結࠙であった女性の平ۋ出生子ども数は
19��～�4 年出生コーϙート総数で ���9 人、19�5～�9 年出生コーϙートで ��11 人、19��～
�4 年出生コーϙートで ��14 人であるのに対し、࠙ ઴ೝ৹結࠙ではなかった女性の平ۋ出生
子ども数は 19��～�4 年出生コーϙートで 1�4� 人、19�5～�9 年出生コーϙートで 1��� 人、
19��～�4 年出生コーϙートで 1�49 人であった。�
出生コーϙートで分けた場合、その஦にはଖ業学ߏのҩいなどにより෵数のଖ業年コー

ϙートが಼在する。同じ出生コーϙート಼でଖ業年コーϙート͟との平ۋ出生子ども数を
比較すると、ྭえͻ 19��～�4 年出生コーϙートでは、ώϔル世代の総数の平ۋ出生子ども

14.8%

17.7%

7.0%

15.7%

20.3%

9.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

全学歴 短⼤・専⾨卒以下 ⼤卒以上

オイルショック世代 均等法以前世代 バブル世代 就職氷河期前期 就職氷河期後期
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数は 1�59 人ͫったが、म৮තՑ期઴期世代に入ると 1�49 人まで減少している。このよう
に、同じ出生コーϙート಼で見ると、৿しいଖ業年コーϙートほど平ۋ出生子ども数が少な
くなっている傾向が確認できる。これは৿しいଖ業年コーϙートの方が、学ྼが高い女性が
多く含まれており、低学ྼの女性より高学ྼの女性で平ۋ出生子ども数が低い傾向にある
ことをൕӫしているためであると考えられる。�
そこで、確認のために、୻大・઒໵ଖ以Ծにおけるଖ業年コーϙートと出生コーϙート別

にみた �5 歳時平ۋ出生子ども数をみる（図表̓の E）。19��～�4 年出生コーϙートの総数
では、ώϔル世代で 1�5� 人、म৮තՑ期઴期世代でも 1�5� 人とԥͻいになっている。࠙઴
ೝ৹結࠙の༙ໃ別に見ても、࠙ ઴ೝ৹結࠙であった女性の平ۋ出生子ども数は、ώϔル世代
で ���� 人、म৮තՑ期઴期世代で ���� 人であり、࠙઴ೝ৹結࠙ではなかった女性では、ώ
ϔル世代 1�4� 人、म৮තՑ期઴期世代 1�44 人である。このように、୻大・઒໵ଖ以Ծでは
同一出生コーϙート಼におけるଖ業年コーϙート͟とのࠫはほとΞど見られなくなる。�
一方、大ଖ以上における 19�5～�9 年出生コーϙート಼のम৮තՑ期઴期世代、後期世代

のҩいをみると�（図表̓の F）、出生コーϙート総数で、म৮තՑ期઴期世代が 1��� 人、後
期世代で 1��� 人であり、同じ学ྼ区分でも後期世代で平ۋ出生子ども数が少なくなってい
る。この大ଖ以上・19�5～�9 年生まれについて࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別に見ると、࠙઴ೝ৹
結࠙であった女性では、म৮තՑ期઴期世代で 1��� 人、後期世代で ���� 人であり、ଖ業年
が後の世代で平ۋ出生子ども数が多い。࠙઴ೝ৹結࠙ではなかった女性では、઴期世代は
1��� 人、後期世代は 1��1 人であり、࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕとはٱに、後の世代で平ۋ出生
子ども数が減少していることが確認できる。�
�

� �
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図表 5� ࠙઴ೝ৹の༙ໃ別、学ྼ別にみた �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数�
D� સର�

�
� �

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.97 1.78 1.59 1.50 1.51
婚前妊娠 - 2.35 2.25 2.12 2.05 2.19
⾮婚前妊娠 - 1.92 1.72 1.52 1.40 1.38

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.93 1.96
婚前妊娠 2.30 2.36
⾮婚前妊娠 1.89 1.92

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.81 1.97 1.79
婚前妊娠 2.26 2.37 2.25
⾮婚前妊娠 1.75 1.91 1.74

1965〜69年⽣まれ 総数 1.65 1.78 1.60
婚前妊娠 2.17 2.25 2.15
⾮婚前妊娠 1.58 1.69 1.54

1970〜74年⽣まれ 総数 1.52 1.59 1.49
婚前妊娠 2.09 2.11 2.05
⾮婚前妊娠 1.43 1.49 1.41

1975〜79年⽣まれ 総数 1.50 1.55 1.44
婚前妊娠 2.11 2.07 2.22
⾮婚前妊娠 1.37 1.42 1.33

1980〜84年⽣まれ 総数 1.61 1.64
婚前妊娠 2.14 2.16
⾮婚前妊娠 1.49 1.50

出⽣コーホート

平均出⽣⼦ども数
卒業年

卒業年コーホート
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E� ୻大・઒໵ଖ以Ծ�

�
F� 大ଖ以上�

�

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.95 1.76 1.57 1.51 1.55
婚前妊娠 - 2.36 2.24 2.09 2.05 2.18
⾮婚前妊娠 - 1.90 1.70 1.49 1.40 1.40

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.96 1.95
婚前妊娠 2.34 2.37
⾮婚前妊娠 1.92 1.92

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.82 1.94 1.79
婚前妊娠 2.27 2.37 2.24
⾮婚前妊娠 1.76 1.87 1.74

1965〜69年⽣まれ 総数 1.66 1.74 1.61
婚前妊娠 2.16 2.23 2.12
⾮婚前妊娠 1.59 1.65 1.54

1970〜74年⽣まれ 総数 1.52 1.53 1.53
婚前妊娠 2.07 2.07 2.06
⾮婚前妊娠 1.42 1.43 1.44

1975〜79年⽣まれ 総数 1.49 1.49 1.50
婚前妊娠 2.10 2.05 2.25
⾮婚前妊娠 1.35 1.36 1.35

1980〜84年⽣まれ 総数 1.61 1.62
婚前妊娠 2.12 2.11
⾮婚前妊娠 1.48 1.48

出⽣コーホート

平均出⽣⼦ども数
卒業年

卒業年コーホート

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.81 1.52 1.37 1.23 1.28
婚前妊娠 - 2.13 1.83 1.89 1.69 1.93
⾮婚前妊娠 - 1.79 1.51 1.33 1.19 1.21

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.73 1.62
婚前妊娠 1.96 2.08
⾮婚前妊娠 1.71 1.73

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.48 1.50 1.46
婚前妊娠 1.62 1.78 1.22
⾮婚前妊娠 1.47 1.48 1.48

1965〜69年⽣まれ 総数 1.29 1.36
婚前妊娠 1.84 1.98
⾮婚前妊娠 1.26 1.32

1970〜74年⽣まれ 総数 1.19 1.23
婚前妊娠 1.80 1.73
⾮婚前妊娠 1.14 1.19

1975〜79年⽣まれ 総数 1.27 1.38 1.27
婚前妊娠 1.93 1.60 2.00
⾮婚前妊娠 1.20 1.37 1.21

1980〜84年⽣まれ 総数 1.43 1.43
婚前妊娠 1.90 1.88
⾮婚前妊娠 1.36 1.36

出⽣コーホート

平均出⽣⼦ども数
卒業年

卒業年コーホート
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̓）າ࠙率を考慮した平ۋ出生子ども数�

઴ઇで確認した平ۋ出生子ども数は、ॵ࠙女性にݸ定して集計を行っているため、ऑい世
代ほどາ࠙率が上昇している影響を考慮できていない。そこで、女性સରをᶅາ࠙者、ᶆ࠙
઴ೝ৹結࠙の者、ᶇ࠙઴ೝ৹結࠙ではなかった者の � ΩテβϨーに分類し、າ࠙者の出生
子ども数を一ཱに � 人として֦ΩテβϨーにおける出生子ども数と構成割合の積和をとっ
たものを計ࢋし、າ࠙率を考慮した平ۋ出生子ども数をࢋ出した。�
図表̔の D�をみると、म৮තՑ期世代におけるາ࠙とॵ࠙の女性総数から生まれてくる

平ۋ出生子ども数は、出生コーϙート総数において઴期世代で 1�14 人、後期世代で 1�11 人
である。これを学ྼ別に見ると、୻大・઒໵ଖ以Ծ�（図表̔の E）の઴期世代では 1�19 人、
後期世代では 1�1� 人、大ଖ以上�（図表̔の F）の઴期世代では 1��� 人、後期世代では 1��1
人となる。つまり、࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕの出生ྙ上昇は、֦学ྼήルーϕにおける出生子
ども数 �人のາ࠙者増加による出生ྙ減ୂで૮ࡶされてしまっている。�
同じく表̔の E、F で出生コーϙート別にາ࠙率を考慮した平ۋ出生子ども数をみると、

າ࠙率を考慮していない集計結果と同様に、୻大઒໵ଖ以Ծでは 19�5～19�9 年出生コーϙ
ート、大ଖ以上では 19��～19�4 年出生コーϙートをそれͩれఊとして、それ以後の出生コ
ーϙートでଖ業年総数の平ۋ出生子ども数が多くなっている。これを࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別
にみると、ඉ࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕでは、୻大・઒໵ଖ以Ծで 19��～19�4 年出生コーϙー
トで 1��� 人ͫったものが、19�5～19�9 年生まれ出生コーϙートで ���5 人と、平ۋ出生子
ども数が低Ծしている。一方、大ଖ以上においては、19��～19�4 年出生コーϙートで ����
人ͫったものが 19��～19�4 年出生コーϙートでは ��9� 人に増加している。つまり、म৮
තՑ期世代でԥͻいないし、後期にかけて増加傾向が見られた平ۋ出生子ども数は、୻大・
઒໵ଖ以Ծでは࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕの高い出生ྙの影響を受けており、大ଖ以上ではඉ࠙
઴ೝ৹結࠙ήルーϕの出生ྙの上昇の影響を受けている。このうͬ後者に関しては、この時
期に次ʓに֨ैされていった少子化対策の影響を受けている可能性がある。�
�
�
� �
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図表 �� າ࠙女性の子ども数を �とՀ定したときの、�5 歳時఼の平ۋ出生子ども数�
D� સର�

�

� �

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.78 1.53 1.29 1.14 1.11
婚前妊娠 - 0.22 0.22 0.22 0.23 0.25
⾮婚前妊娠 - 1.56 1.31 1.07 0.91 0.86

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.75 1.78
婚前妊娠 0.17 0.18
⾮婚前妊娠 1.58 1.60

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.60 1.77 1.57
婚前妊娠 0.21 0.30 0.18
⾮婚前妊娠 1.39 1.47 1.39

1965〜69年⽣まれ 総数 1.36 1.49 1.30
婚前妊娠 0.22 0.28 0.18
⾮婚前妊娠 1.14 1.21 1.12

1970〜74年⽣まれ 総数 1.20 1.27 1.14
婚前妊娠 0.23 0.27 0.18
⾮婚前妊娠 0.97 1.01 0.96

1975〜79年⽣まれ 総数 1.13 1.17 1.08
婚前妊娠 0.27 0.30 0.20
⾮婚前妊娠 0.86 0.86 0.89

1980〜84年⽣まれ 総数 1.18 1.21
婚前妊娠 0.30 0.33
⾮婚前妊娠 0.88 0.88

未婚率を考慮した分解

出⽣コーホート

卒業年コーホート

卒業年
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E� ୻大・઒໵ଖ以Ծ�

�
F� 大ଖ以上�

�

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.79 1.55 1.32 1.19 1.17
婚前妊娠 - 0.23 0.24 0.24 0.28 0.33
⾮婚前妊娠 - 1.56 1.32 1.08 0.91 0.84

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.79 1.80
婚前妊娠 0.18 0.19
⾮婚前妊娠 1.60 1.61

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.65 1.77 1.62
婚前妊娠 0.23 0.30 0.20
⾮婚前妊娠 1.42 1.47 1.41

1965〜69年⽣まれ 総数 1.42 1.49 1.36
婚前妊娠 0.24 0.28 0.21
⾮婚前妊娠 1.17 1.22 1.15

1970〜74年⽣まれ 総数 1.25 1.27 1.23
婚前妊娠 0.26 0.27 0.24
⾮婚前妊娠 1.00 1.01 1.00

1975〜79年⽣まれ 総数 1.17 1.17 1.20
婚前妊娠 0.32 0.32 0.30
⾮婚前妊娠 0.85 0.84 0.90

1980〜84年⽣まれ 総数 1.19 1.21
婚前妊娠 0.36 0.37
⾮婚前妊娠 0.84 0.84

未婚率を考慮した分解
卒業年

卒業年コーホート

出⽣コーホート

1975~1980 1981~1986 1987~1992 1993~1998 1999~2004
オイル

ショック
均等法直前 バブル 氷河期前期 氷河期後期

総数 - 1.69 1.36 1.15 1.00 1.01
婚前妊娠 - 0.13 0.09 0.10 0.10 0.14
⾮婚前妊娠 - 1.57 1.27 1.05 0.91 0.87

1955〜1959年⽣まれ 総数 1.58 1.63
婚前妊娠 0.13 0.12
⾮婚前妊娠 1.46 1.51

1960〜1964年⽣まれ 総数 1.29 1.31 1.26
婚前妊娠 0.07 0.07 0.08
⾮婚前妊娠 1.22 1.24 1.18

1965〜69年⽣まれ 総数 1.09 1.14
婚前妊娠 0.09 0.09
⾮婚前妊娠 1.00 1.05

1970〜74年⽣まれ 総数 0.97 1.00
婚前妊娠 0.11 0.10
⾮婚前妊娠 0.86 0.90

1975〜79年⽣まれ 総数 1.02 1.19 0.99
婚前妊娠 0.13 0.10 0.12
⾮婚前妊娠 0.89 1.09 0.87

1980〜84年⽣まれ 総数 1.16 1.20
婚前妊娠 0.20 0.19
⾮婚前妊娠 0.96 1.01

未婚率を考慮した分解
卒業年

卒業年コーホート

出⽣コーホート
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�
�

̔）࠙઴ೝ৹結࠙の場合の第１子のೝ৹қ図�

� 出生動向基本調査では、第 1� յ調査以降において、調査時఼までの෋෌のೝ৹ྼ（第̓
ೝ৹まで）の設問で、֦ೝ৹におけるೝ৹઴のೝ৹қ図を࣯問している。これを用いて、ॵ
࠙同࢞の෋෌の࠼を対েに、第一子についてೝ৹઴の༩定が「૥く子どもがほしかった」と
յ౶したものを「қ図したೝ৹」、「まͫೝ৹するつもりではなかった」「もうೝ৹するつも
りはなかった」とյ౶したものを「қ図しないೝ৹」、「ಝに考えていなかった」とյ౶した
ものを「計ժしていないೝ৹」と分類した。たͫし、第一子のೝ৹қ図であるため、「қ図
しないೝ৹」のほとΞどは「まͫೝ৹するつもりではなかった」というس๮と実ࡏのೝ৹時
期のϝスϜροに༟来するものである。そして、֦ 世代におけるೝ৹қ図別の構成割合を࠙
઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別に集計した。�
� 図表̕Dの࠙઴ೝ৹結࠙ありの集計では、「қ図したೝ৹」ͫ った割合が �5�઴後、「қ図
しないೝ৹」が �5ˍ程度、「計ժしていないೝ৹」が �5～4�ˍ程度で、世代による大きな
変化はみられない。図表̕Eのඉ࠙઴ೝ৹結࠙と比΄ると「қ図しないೝ৹」の割合は高く、
қ図したより૥い時期�（つまりऑい年齢）で子どもを࣍つことになった女性がどの世代にも
4 分の１程度いる。「計ժしていないೝ৹」は、その後のೝ৹結果はほとΞどが出生である
ことから、子どもがいつできても生むつもりという考え方に近いとみられる。�
ඉ࠙઴ೝ৹結࠙では、ऑい世代ほど「૥く子どもがほしかった」の割合が高まっており、

「考えていなかった」という自ષに೜せる考え方Ώ、қ図しないೝ৹の割合は低Ծしている。
ऑい世代になるほど、໎ 確に子どもがほしいというқ図がある஦で子どもを࣍つ行動がکま
っている。࠙઴ೝ৹結࠙ではない女性の方がѻౙ的に多いことから、තՑ期世代では、それ
以઴の世代に比΄、໎確に子どもがほしいとࢧえる状況になるまでೝ৹しないよう行動を
コントロールしている෋෌が多いとみられる。�
こうした、ೝ৹にࡏしてのқ図の傾向のҩいは、次のೝ৹қ図別の平ۋ出生子ども数のࠫ

に影響している可能性がある。�
� �
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�
�

D� ࠙઴ೝ৹結࠙の࠼�

�
E� ඉ࠙઴ೝ৹結࠙の࠼�

�
図表 �� ࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別にみたೝ৹қ図の構成割合�

�

̕）ೝ৹қ図別に見た平ۋ出生子ども数�

� 第一子のೝ৹қ図はその後の௧加出生に影響しているのͫろうか。࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ
別、ೝ৹қ図別に �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数を確認すると、࠙઴ೝ৹結࠙ͫった女性の
うͬ、第１子が�「қ図したೝ৹」であった女性の �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数は、म৮ත
Ց期後期世代で 1�9� 人と �人をԾյっていた�（図表̖D）。一方、�「қ図しないೝ৹」であっ
た女性では、म৮තՑ期後期世代で �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数は ��1� 人であった。қ図
せͥ子どもを࣍った女性では、қ図したೝ৹ͫった女性より高い平ۋ出生子ども数である
ことが確認された。「計ժしていないೝ৹」の場合は、म৮තՑ期後期世代で ���� 人であり、
「қ図しないೝ৹」と同じϪϗルの平ۋ出生子ども数であった。�

35.1%

32.9%

33.6%

35.6%

38.3%

29.9%

24.5%

29.5%

25.5%

25.0%

35.1%

42.6%

36.9%

38.9%

36.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

オイルショック世代

均等法以前世代

バブル世代

氷河期前期世代

氷河期後期世代

意図 意図しない 無計画

63.5%

70.6%

73.1%

76.8%

82.0%

8.4%

5.8%

6.3%

6.3%

4.8%

28.1%

23.6%

20.5%

16.9%

13.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

オイルショック世代

均等法以前世代

バブル世代

氷河期前期世代

氷河期後期世代

意図 意図しない 無計画
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�
�

� ࠙઴ೝ৹結࠙ではなかった女性で、第１子が「қ図したೝ৹」ͫった場合、�5 歳時఼の
平ۋ出生子ども数は、म৮තՑ期後期世代で 1�4� 人であった（図表̖E）。「қ図しないೝ
৹」ͫった場合は同世代で 1��9 人であり、�「қ図したೝ৹」ͫった女性に比΄て高い平ۋ出
生子ども数が確認された。「計ժしていないೝ৹」ͫ った場合は同世代で 1��9 人であり、�「қ
図したೝ৹」と「қ図しないೝ৹」の஦ؔ程度の平ۋ出生子ども数であった。�
� 第１子のೝ৹қ図の構成割合を࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃにかかわらͥ総数でみると（図のܟ
は割Ѭ）、「қ図したೝ৹」であった女性の割合がऑい世代ほど増えており、「қ図したೝࡎ
৹」を行うものは、ଠのೝ৹қ図を࣍ったήルーϕに比΄て �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数
が低い。こうしたೝ৹қ図の構成の変動が、ऑい世代ほど出生子ども数が低Ծしている要因
の一つとなっている可能性が示ࠨされる。�
�

D� ࠙઴ೝ৹あり�

�
E� ࠙઴ೝ৹なし�

�
図表 �� ࠙઴ೝ৹の༙ໃ別、ೝ৹қ図別にみた �5 歳時఼の平ۋ出生子ども数�

2.21 2.35 2.4

2.04

2.43
2.27

2.06 2.09 2.051.98 2.12
1.951.97

2.18 2.2

0

0.4

0.8

1.2

1.6

2

2.4

2.8

意図 意図しない 無計画

オイルショック世代 均等法以前世代 バブル世代

就職氷河期前期 就職氷河期後期

2.03 1.99
2.15

1.82
2.16

1.96
1.64

1.86 1.8
1.5

1.76 1.71
1.48

1.89
1.69

0

0.4

0.8

1.2

1.6

2

2.4

2.8

意図 意図しない 無計画

オイルショック世代 均等法以前世代 バブル世代

就職氷河期前期 就職氷河期後期
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�
�

̖）म৮තՑ期の少子化対策の状況�

� ここまでの分析で、ଖ業年コーϙート別、出生コーϙート別に、າ࠙化の進ఴ�（出生数κ
ロのາ࠙者の増大）と࠙઴ೝ৹結࠙増大の影響をࢻ໼に入れた出生ྙ変動のਾ勢を確認す
ることができた。࠹後に、֦ ଖ業年コーϙートが、どのような少子化対策を受けてきたのか
を確認し、政策ް果について検討する。�
図表̗は、生まれ年別にଖ業年世代と �5 歳時の年次をಝ定し、�5 歳時の年次にԌって少

子化対策の政策動向をまとめたものである。࠹ॵの総合的な少子化対策であるエンκルϕ
ϧンが֋࢟されたのは 1995 年であり、この年に �5 歳となったのは 19�� 年生まれの人ʓ
で、ଖ業年世代としてはώϔル世代に֚当する。エンκルϕϧンはྈ立ࢩԋと保үγーϑス
の֨ैが஬であり、さらにエンκルϕϧン֋࢟の઴後で、ࣉಒघ当の変ߍΏ、ಝ定ි཈߉ঈ
の引き上͝౵のࡃܨ的ࢩԋも֨ैされ࢟めた。�
म৮තՑ期઴期世代が社会に出࢟めたࠔは、үٵࣉ業੏度のրવ（үڇٵ付金のڇࢩ֋࢟

౵）を஦ৼとしたྈ立ࢩԋのै実Ώ保үγーϑスのྖ的րવが目ࢨされ、さらに現在より૮
当規模は小さいながらも、ࡃܨ的ࢩԋの引き上͝が進められていた時期であった。少子化対
策のॵ期は೗༰ࣉ期の子どもを࣍つ人ʓに対する子үてࢩԋの֨ैが஦ৼであったため、
�� 代のࠔにこれらの政策のԺܛを受けた世代であるといえる。たͫ、財政౦入規模Ώ保ү
のྖ的֨大規模、社会のζΥンξー規൥の変化はまͫॉ分ではなかった時期にՊଔܙ成期
をܶえており、઴期世代が入৮するࠔは、ऑ者のम業ࢩԋ政策に政府が本֪的にखりૌむ઴
ͫったため、少子化対策のԺܛはݸ定的であった可能性がある。�
一方、म৮තՑ期後期世代は、�5歳になった時఼ですでに ���� 年代に入っており、子ど

も・子үて応ԋϕϧン（第１次大ߟ）のఴ֋、ྈ立ࢩԋのै実を目ࢨした次世代ү成ࢩԋ対
策推進法に基Ͱく行動計ժの֋࢟Ώ࢕事と生活の調和ݓহの策定、ऑ者のࡃܨ的自立ࢩԋ
の಍入など労働分໼での活発な政策的खりૌみが行われていった時期にՊଔܙ成期をܶえ
ている。出産後も࢕事を続ける女性が増えたため、保үγーϑスのྖ的֨大が௧いつかͥଶ
��、化したがࠃಒ問題が਄ࣉؽ 代には子どもघ当をൿ઀りとしたࣉಒघ当の増ֻΏүڇٵ
付金の引き上͝といったࡃܨ的ࢩԋも֨ैされた。後期世代では大ଖ以上におけるඉ࠙઴ೝ
৹結࠙ήルーϕにおいて 19�� 年代後ൔ以降の出生コーϙートで �5 歳時఼での平ۋ出生子
ども数の増加がみられており、そのഐܢとしてこうした少子化対策の֨ैも一定程度影響
していると考えられる。�
�
� �
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�
�

図表 9� 世代と少子化対策の対応表（Ψイルシϥρク世代～ۋ౵法以઴世代）�

世代 
⽣ま

れ年 

現在 

年齢 

(2026

年時

点) 

卒業年 

25 歳時点の年次での出⽣、政策の動向 

25 歳

時点の

年次 

25 歳

時点 

第⼀⼦

婚前妊

娠率 

少⼦化

対策 

●法律、

報告書、

プラン 

▲仕事と

家庭の両

⽴⽀援 

★経済的

⽀援 

■その他

関連する

トピック 

オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
世
代 

1956 70 歳 

1975

〜

1980

年 

1981 

13.9% 

    

1957 69 歳 1982     

1958 68 歳 1983     

1959 67 歳 1984     

1960 66 歳 1985 

18.6% 

    

1961 65 歳 1986     

均
等
法
以
前
世
代 

1962 64 歳 

1981 

〜

1986

年 

1987     

1963 63 歳 1988     

1964 62 歳 1989   
★所得税法改正：特定扶養控除創設（16〜23 歳

未満）45 万円 

1965 61 歳 1990 

28.8% 

  
●1.57 ショック、「これからの家庭と⼦育てに

関する懇談会」報告書 

1966 60 歳 1991   

●「健やかに⼦どもを産み育てる環境づくりに

関する関係省庁連絡会議」報告書 

▲法定労働時間短縮（46→44 時間） 

1967 59 歳 1992   

●『平成 4 年度国⺠⽩書：少⼦社会の到来、そ

の影響と対応』 

▲育児休業法施⾏（育休給付⾦なし） 

★児童⼿当変更（第１⼦から⽀給・1 歳未満、

第２⼦以降 5 歳未満、1・2 ⼦５千円、3 ⼦以降

１万円に⽀給引き上げ） 

■ウェルカムベビーキャンペーン（⺠間運動） 

�
� �
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図表 1�� 世代と少子化対策の対応表（ώϔル世代）�

世代 
⽣ま

れ年 

現在 

年齢 

(2026

年時

点) 

卒業年 

25 歳時点の年次での出⽣、政策の動向 

25 歳

時点の

年次 

25 歳

時点 

第⼀⼦

婚前妊

娠率 

少⼦化

対策 

●法律、

報告書、

プラン 

▲仕事と

家庭の両

⽴⽀援 

★経済的

⽀援 

■その他

関連する

トピック 

バ
ブ
ル
世
代 

1968 58 歳 

1987

〜

1992

年 

1993 

28.8% 
 

  

●エンゼルプランプレリュード策定 

★児童⼿当変更（第１⼦以降 3 歳未満に）・所得

税法改正：特定扶養控除引き上げ（45→50 万

円） 

1969 57 歳 1994   

●「エンゼルプラン」策定（４⼤⾂合意）、緊急

保育対策等５か年事業策定 

■国際⼈⼝・開発会議（カイロ会議） 

1970 56 歳 1995 

36.4% 

エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン(

育
休
と
保
育
サ
ー
ビ
ス
︶ 

★育児休業給付の⽀給開始（休業前賃⾦の

25%）・所得税法改正：特定扶養控除引き上げ

（50→53 万円） 

★育休中の健康保険・厚⽣年⾦保険の本⼈負担

分免除 

1971 55 歳 1996 
■不妊専⾨相談センター設置開始 

■男⼥共同参画 2000 年プラン策定 

1972 54 歳 1997 

●⼈⼝問題審議会報告『少⼦化に関する基本的

考え⽅について』 

▲法定労働時間短縮（44→40 時間）、完全週休 2

⽇制実施 

�
� �
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図表 11 世代と少子化対策の対応表（තՑ期世代）�

世代 
⽣ま 

れ年 

現在 

年齢 

(2026

年時

点) 

卒業年 

25 歳時点の年次での出⽣、政策の動向 

25

歳時

点の

年次 

25 歳

時点 

第⼀⼦

婚前妊

娠率 

少⼦ 

化対 

策 

●法律、

報告書、

プラン 

▲仕事と

家庭の両

⽴⽀援 

★経済的

⽀援 

■その他

関連する

トピック 

氷
河
期
前
期
世
代 

1973 53 歳 

1993

〜

1998

年 

1998 

36.4% 

エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン(
育
休
と
保
育
サ
ー
ビ
ス
︶ 

●「少⼦化への対応を考える有識者会議」提⾔

（『夢ある家庭づくりや⼦育てができる社会を築

くために』） 

▲改正児童福祉法施⾏（保育所⼊所⽅法が措置制

度→選択制に変更など） 

★所得税法改正：特定扶養控除引き上げ（53→58

万円） 

1974 52 歳 1999 ●「新エンゼルプラン」策定（６⼤⾂合意） 

1975 51 歳 2000 

45.5% 

新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン
︵
⽇
本
社
会
の
働
き
⽅
問
題
視
︶ 

★児童⼿当法改正（⽀給対象年齢を義務教育就学

前までに拡⼤）→代わりに年少扶養控除の加算廃

⽌(48→38 万） 

★育休中の厚⽣年⾦保険料の事業主負担分免除・

■児童虐待防⽌法公布、男⼥共同参画基本計画決

定（〜05 年度） 

1976 50 歳 2001 

●保育所待機児童ゼロ作戦 

★育児休業給付の引き上げ（25%→40%） 

■すこやか親⼦ 21 開始（〜09 年度） 

1977 49 歳 2002 

●少⼦化対策プラスワン策定（厚⽣労働省） 

■経済財政運営と構造改⾰に関する基本⽅針

2002(基本⽅針第 2 弾) 少⼦化対策への歳出強化

を明記（社会保障制度改⾰） 
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世代 
⽣ま 

れ年 

現在 

年齢 

(2026

年時

点) 

卒業年 

25 歳時点の年次での出⽣、政策の動向 

25

歳時

点の

年次 

25 歳

時点 

第⼀⼦

婚前妊

娠率 

少⼦ 

化対 

策 

●法律、

報告書、

プラン 

▲仕事と

家庭の両

⽴⽀援 

★経済的

⽀援 

■その他

関連する

トピック 

氷
河
期
後
期
世
代 

1978 48 歳 

1999

〜

2004

年 

2003 

 

45.5% 

新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン 

︵
⽇
本
社
会
の
働
き
⽅
問
題
視
︶ 

●次世代育成⽀援に関する当⾯の取組⽅針 
●少⼦化社会対策基本法、次世代育成⽀援対策推
進法（10 年の時限⽴法）成⽴ 
■若者⾃⽴・挑戦プラン 

1979 47 歳 2004 

●少⼦化社会対策⼤綱策定、⼦ども・⼦育て応援プ
ラン策定・改正育児 
▲介護休業法成⽴（施⾏は 05 年 4 ⽉） 
★児童⼿当法改正（⽀給対象年齢を⼩三修了までに
拡⼤） 
★特定不妊治療助成事業開始（1 年度あたり上限 10
万） 

1980 46 歳 2005 

51.5% 

⼦
ど
も
・
⼦
育
て
応
援
プ
ラ
ン
︵
第
１
次
⼤
綱
︶
︵
施
策
分
野
拡
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●次世代育成⽀援対策推進法に基づく⾏動計画実
施（国・都道府県・市区町村・常⽤雇⽤者 300 ⼈以
上の⼀般事業主） 
▲改正育介法施⾏（条件付きで育休期間の 1 歳 6 ヶ
⽉まで延⻑可、⼦の看護休暇創設等） 
■男⼥共同参画基本計画（第２次）策定（〜10 年
度） 

1981 45 歳 2006 

●新しい少⼦化対策（少⼦化社会対策会議） 
▲認定こども園スタート 
★出産育児⼀時⾦ 30→35 万円に増額 
■マタニティマーク（すこやか親⼦ 21） 
■男⼥雇⽤機会均等法改正 

1982 44 歳 2007 

●「⼦どもと家族を応援する⽇本」重点戦略 
●仕事と⽣活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
憲章、仕事と⽣活の調和推進のための⾏動指針策定
（ワーク・ライフ・バランス推進官⺠トップ会議） 
★児童⼿当の乳幼児加算開始（3 歳未満⼀律１万円
／⽉） 
★特定不妊治療助成事業拡充（1 回上限 10 万、年
2 回まで） 
★育児休業給付の引き上げ（40%→50%） 
■男⼥雇⽤機会均等法等の改正施⾏（妊娠・出産等
を理由とする解雇の禁⽌から不利益な取扱いの禁
⽌への拡⼤等） 
■内閣府特命⼤⾂（少⼦化対策・男⼥共同参画担当）
任命 
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̔．結論�

本研究は、म৮තՑ期世代が多く含まれる 19�� 年代および 19�� 年代に生まれた世代の
出生ྙについて、１）म৮තՑ期によるࡃܨ的状況、２）性行動規൥の変化による࠙઴ೝ৹
結࠙増大、̑ ）政府の子үてࢩԋ策の֨ै、という �つの影響を考慮してその変動について
検討することを目的として行なった。�「出生動向基本調査」の第1�յ～第1�յのາ࠙女性、
ॵ࠙女性のυータを用いて分析した。�
まͥ、म৮තՑ期というࡃܨ的状況が出生ྙに༫えた影響については、ଖ業年コーϙート

͟とに平ۋ出生子ども数の推移を؏察する方法で検討した。ॵ࠙女性にݸ定して集計した
結果では、म৮තՑ期઴期世代において平ۋ出生子ども数は࠹も少なくなっており、म৮ත
Ց期後期世代ではյ෰傾向にあることが確認できた。しかし一方でम৮තՑ期઴期世代よ
りも後期世代でາ࠙化が進Ξでいるため、そのް果も加ັしたາ࠙女性�（出生数κロとՀ定）
も含めた集計では、୻大・઒໵ଖ以Ծではम৮තՑ期後期世代で平ۋ出生子ども数が࠹も少
なくなっていた。म৮තՑ期世代のඉ大ଖのήルーϕでは、າ࠙化の進ఴが༙配۰者の出生
ྙのյ෰のް果を૮ࡶし、出生子ども数がཊえられていることがわかった。�
性行動規൥の変化による࠙઴ೝ৹結࠙増大の影響については、࠙઴ೝ৹結࠙の༙ໃ別に

平ۋ出生子ども数を集計することで؏察した。学ྼにかかわらͥ、ۋ౵法以઴世代以降から
ॵ࠙にઐめる࠙઴ೝ৹結࠙の割合は増加しており、࠙ ઴ೝ৹結࠙ήルーϕの平ۋ出生子ども
数は、ඉ࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕに比΄てݤดみ多くなっていた。࠙ ઴ೝ৹結࠙はम৮තՑ期
後期世代でもっとも多く、このことが後期世代の出生ྙյ෰をఊࢩえしていたことがわか
った。また、າ࠙者も含めた集計では、19�� 年代以降の出生コーϙートで、大ଖ以上にお
けるඉ࠙઴ೝ৹結࠙ήルーϕの平ۋ出生子ども数が増加していることも確認された。�
政府の子үてࢩԋ策の֨ैの影響については、म৮තՑ期઴期世代から後期世代にかけ

て、�5 歳時఼の政策ఴ֋について時ܧ྽で見る方法で検討した。म৮තՑ期世代が社会に
出たࠔは、少子化対策がঅʓに֨ैしていった時期であり、ಝに࢕事と子үてのྈ立ࢩԋが
進ఴし、続いて ��1� 年઴後からはࡃܨ的ࢩԋが大きく֨ैし࢟めた時期であった。ಝにम
৮තՑ期後期世代は、次世代ү成ࢩԋ対策推進法に基Ͱく行動計ժの実施Ώ、子ども・子ү
て応ԋϕϧンにおけるऑ者のࡃܨ的自立ࢩԋ、子үてࢩԋ分໼の֨大などのԺܛを受けた可
能性が高い。これは、19�� 年代以降の出生コーϙートで、大ଖ以上におけるඉ࠙઴ೝ৹結
࠙ήルーϕの平ۋ出生子ども数の増加にر༫している可能性がある。�
� 本研究を通じて、19�� 年代から 19�� 年代にかけての出生ྙについて、म৮තՑ期世代
の出生行動の؏察を通じて、ࡃܨ的状況、࠙ ઴ೝ৹、少子化対策の �つがどのように出生ྙ
に影響を༫えていたのかについて、その状況をඵժすることができた。今յの研究࿰ૌみを
用いて、世代区分ͫけでなく、௜ં的に影響をٶ·したと考えられるम業状況についても、
今後分析をしていきたい。また、今յの分析では女性ଈの学ྼとそれにට付いたଖ業年コー
ϙートで分析を行っているため、෋ଈ、男性ଈも含めた分析についても分析を行っていくこ
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とで、19�� 年代から 19�� 年代にかけての出生ྙ変動の状況をより੠៝に分析していくこ
とを今後の՟題としたい。�
�

ʴःࣛʵ�
࢘用した「出生動向基本調査」の個票υータは、厚生労働科学研究費補助金（政策Պ学推

進事業）�「ポストコロナ時代における人口動態と社会変化の見通しに資する研究」のもとで、
統計法第 �� ড়に基Ͱく್次利用申੧により࢘用のট認（令和 � 年 11 ݆ � 日）をಚたもの
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